

 指定介護予防通所サービス・指定通所介護
デイサービスセンターやどり木
重　要　事　項　説　明　書


１．デイサービスセンターやどり木の理念
「家族の介護負担軽減」「利用者の安全な生活支援」「要望に応えられる通所サービス」をモットーに、「穏やかに過ごす為のお手伝い」を目指し、利用者が「自分らしくありのまま」に生活できる、心和む空間を創ります。

２．運営方針
利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の援助及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持ならびに利用者の家族の身体的、精神的負担の軽減を図ります。

３　事業者の概要

	事業者の名称
	株式会社　あいてらす

	主たる事務所の所在地
	静岡県浜松市中央区曳馬５丁目４番４５号

	電話番号
	０５３－４７６－８８５５

	法人の種別及び名称
	株式会社

	代表者職
	代表取締役

	代表者氏名
	田　村　　裕

	設立年月日
	２０１１年１２月２１日

	資本金
	１，６６０万円

	事業内容
	介護事業 他



４　事業所の概要

	事業所の名称
	デイサービスセンターやどり木

	事業所の所在地
	静岡県浜松市中央区小沢渡町１３３４番地の１

	連絡先
	電話  053-447-7766 　FAX 053-447-7777

	施設責任者
	管理者　田村　裕

	介護保険事業所番号
	２２７７２０５０４９

	指定年月日
	２０１８年　４月　１日

	交通の便
	遠鉄バス小沢渡線「市営小沢渡団地」から徒歩3分
JR東海道本線「高塚駅」から徒歩10分

	通常の事業の実施地域
	浜松市中央区



５　職員体制
	職　　種
	資　　格
	員　数
	勤務の体制

	管理者
	生活相談員
	　１人
	常勤
	　　　　１人

	生活相談員
	介護福祉士
	３人
	常勤　　２人
	非常勤　１人

	機能訓練指導員
	柔道整復師
作業療法士
	1人
　１人

	常勤　　　人
常勤　　１人
　　　　　　　　　　
	非常勤　　１人　
非常勤　　　人　
　　　　　　　　　

	看護職員
	看護師・准看護師
	　３人
	常勤　２人
	非常勤　１人

	介護職員
	
	　５人
	常勤　４人
	非常勤　１人


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和６年４月１日現在）

６　施設の概要
	定員
	２５人（１単位）

	食堂及び機能訓練室
	　　１３６．７３㎡

	浴室
	・一般浴槽　　　　　　　　　２箇所

	その他の設備
	・静養室　　　　　　　５．８５㎡
・相談室　　　　　　　５．００㎡
・送迎車輌　　　　　　　　　５台



７　サービスの提供時間
	月曜日～土曜日
	午前９時１５分～午後４時２０分
（営業時間：午前８時３０分～午後５時３０分）

	営業をしない日
	年末年始（12/30～1/3の5日間）



８　利用料金
（１）当事業所の（介護予防通所サービス）通所介護の提供（介護保険適用分）に際し、利用者が負担する利用料金は、原則として基本料金の介護保険負担割合証の負担割合分となります（非課税）。ただし、介護保険の給付の範囲を超えた部分のサービスについて全額自己負担となります（非課税）。






■通所介護

　　　　＜基本単位＞１回あたりの利用単位数　7時間以上8時間未満
	区分
	介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５

	7時間以上
8時間未満
	658
	777
	900
	1,023
	1,148


　※浜松市は地域区分が「7級地」であるため、上記の単位数に10.14円を乗じた金額の
　　　　　　介護保険負担割合証の負担割合分が自己負担となります。
※１日のサービス利用時間は、原則とし7時間以上8時間未満となっています。
　　　　　　居宅サービス計画および通所介護計画に基づき、短時間のご利用をご希望される
　　　　　　場合には、上記の金額とは異なった金額となりますので、別途ご相談ください。

＜加算＞以下のサービスを利用される場合には、それぞれ単数が基本単位に加算されます。
	個別機能訓練加算Ⅰ２
	　　　　　76
	１日につき

	個別機能訓練加算Ⅱ
	　　　　　20
	１月につき

	入浴介助加算Ⅰ
	　　　　　40
	１日につき

	入浴介助加算Ⅱ
	　　　　　55
	１日につき

	若年性認知症利用者受入加算
	　　　　　60
	１日につき

	口腔機能向上加算Ⅱ
	　　　　 160
	１月につき最大２回まで

	サービス提供体制強化加算Ⅰ
	　　　　　22
	１回につき

	科学的介護推進体制加算
	　　　　　40
	１月につき

	介護処遇改善加算Ⅲ
	合計単位数に8%を乗じた単位数で算定
	１月につき





■指定介護予防通所サービス

　　　　＜基本単位＞
	事業対象者
要支援１
	1,798
	１月につき

	
	（日割） 59
	1日につき

	要支援２
	3,621
	１月につき

	
	（日割）119
	1日につき



＜加算＞以下のサービスを利用される場合には、それぞれ単位が基本単位に加算されます。
	口腔機能向上加算
	160　
	

	予防通所サービス提供体制加算Ⅰ　事業対象者・要支援１
　　　　　　　　　　　要支援２（週１回程度）
	88　
	

	予防通所サービス提供体制加算Ⅰ 　要支援２
（週１回を超える程度）
	176　
	

	介護処遇改善加算Ⅲ
	合計単位数に8%を乗じた単位数で算定
	１月につき

	　　<例> 　① 事業対象者・要支援1でご利用された場合
　　　　　　　　（ 1,798＋88 ）×8％ ＝ 150.88 ≒ 150単位

　　　　 　② 要支援2で週2回のペースでご利用された場合
　　　　　　　　（ 3,621＋176 ）×8% ＝ 303.76 ≒ 303 単位


　
※（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護若しくは（介護予防）特定施設入居者生活介護又は（介護予防）小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、介護保険からの支払いは受けられません。
※介護給付費（介護報酬）の改定があった場合には料金体系は改定された介護給付費に準拠するものとします。

（２）その他費用
※昼食代（１食分750円）、特別食（1食分860円）おむつ代（1枚100円）、パット代（1枚50円）、マスク代（１枚10円）その他日常生活において必要とされる費用等は利用者の実費負担となります。
※利用者または家族の要望により、サービス提供の一環として下記の教養娯楽にかかる費用については、実費負担となります。（習字、工作、お花、などのクラブ活動等の材料費）
※事業者が管理する施設においてサービス従事者がサービス実施のために使用する水道、ガス、電気、電話等の費用は（１）記載の利用料金に含まれており、利用者が別途負担する必要はありません。

（３）料金の支払方法（契約書　第6条　参照）
利用者が当事業所に支払う料金の方法は月毎の精算とします。毎月10日以降に、前月にご利用いただいたサービスの請求をいたしますので、18日までにお支払ください。支払方法は原則として銀行口座引落(毎月18日、銀行が休みの場合は翌営業日)としとします。その他の支払方法を希望される場合は担当者までご相談下さい。


（４）利用の中止、変更、追加（契約書　第7条　参照）

利用者の都合により当日の通所介護・介護予防通所サービスの利用をキャンセルした場合には、下記の料金をいただきます。キャンセルをする場合には当事業所までご連絡ください。
	ご利用日の前日の午後５時までにご連絡いただいた場合
	無料

	ご利用日の前日の午後５時以降にご連絡いただいた場合
	昼食代・特別食代相当分
（ P.4 その他費用参照 ）



（５）その他

利用者がまだ要介護認定・要支援認定を受けていない場合や被保険者証に支払方法の変更の記載（保険料を滞納しているため、サービスの提供を償還払いとする旨の記載）があるときは、利用料金の全額をお支払いいただきます（償還払い）。また、居宅（介護予防）サービス計画が作成されていない場合にも償還払いになります。この場合、当事業所で「サービス提供証明書」を発行いたしますので、この証明書を後日、居住している市区町村の窓口に提出して差額（介護保険適用分の９割または８割もしくは７割）の払い戻しを受けてください。

９　苦情の受付について

（１）当事業所における窓口
　事業所における苦情や相談は以下の専用窓口でお受けしています。

　　　【苦情受付窓口】担当者：田村　康恵（統括所長）
　　　【受付時間】月～土曜日　午前８時３０分～午後５時３０分　
· 年末年始（12月30日から1月3日）除く
　　　【連絡先】（０５３）４７６－８８５５（法人本部：中央区曳馬）

　　　　また、苦情や相談のためのご意見箱を施設内に設置しています。

（２）行政機関その他苦情受付機関
	
	浜松市役所 介護保険課
	所在地　　浜松市中央区元城町103-2
電話番号　053-457-2875　FAX：053-450-0084
受付時間　午前8時30分から午後5時15分まで

	静岡県国民健康保険団体連合会
	所在地　　静岡県静岡市葵区春日２丁目４番３４号
電話番号　054－253－5590　FAX：054－253－5589
受付時間　午前9時00分から午後5時00分まで




10　緊急時の対応方法

サービスの提供中に容態の変化等があった場合は、事前の打ち合わせにより、主治医、救急隊、親族、居宅介護支援事業所等へ連絡をいたします。

	かかりつけ医
	医療機関名
	

	
	主治医氏名
	

	
	連絡先
	

	ご　家　族
	氏名
	続柄（　　　　）

	
	連絡先
	





令和　　　年　　　月　　　日


事業所　　通所介護・介護予防通所サービスの提供開始に当たり、この説明書に基づいて重要事項
を説明いたしました。

　　　　　　　　　　　　【所在地】　　  　〒432-8063
静岡県浜松市中央区小沢渡町１３３４番地の１
　　　　　　　　　　　　【名　称】　　　　指定通所介護・指定介護予防通所サービス
 デイサービスセンターやどり木
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　【説明者】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　









指定介護予防通所サービス・指定通所介護
デイサービスセンターやどり木
ご　利　用　契　約　書

　　　　　　　　　　　（以下「契約者」という。）と株式会社あいてらす（以下「事業者」という。）は、契約者がデイサービスセンターやどり木（以下「事業所」という。）において、事業者から提供されるサービスを受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結します。

第一章　総則

第１条（契約の目的）
１．事業者は、介護保険法令の趣旨に従い、契約者がその有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援すること目的として、契約者に対し、第４条及び第５条に定めるサービスを提供します。
２．事業者が契約者に対して実施する指定介護予防通所サービス・指定通所介護のサービスの内容、利用日、利用時間、費用等の事項（以下「（介護予防）通所介護」計画という。）は、別紙「重要事項説明書」に定めるとおりとします。

第２条（契約期間）
　本契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定また要支援認定の有効期間満了日までとします。
　但し、契約期間満了の7日前までに契約者から契約終了の申し入れがない場合には、本契約は更に同じ条件で更新されるものとし、以後も同様とします。

第３条（（介護予防）通所介護計画の決定・変更）
１．事業者は、契約者に係る居宅（介護予防）サービス計画が作成されている場合には、それに沿って契約者の（介護予防）通所介護計画を作成するものとします。
２．事業者は、契約者に係る居宅（介護予防）サービス計画が作成されていない場合でも、（介護予防）通所介護計画の作成を行います。その場合に、事業者は、契約者に対して、居宅（介護予防）サービス計画作成のために必要な支援を行うものとします。
３．事業者は、（介護予防）通所介護計画について、契約者及びその家族等に対して説明し、同意を得た上で決定するものとします。
４．事業者は、契約者に係る居宅（介護予防）サービス計画が変更された場合、もしくは契約者及びその家族等の要請に応じて、（介護予防）通所介護計画について変更の必要があるかどうかを調査し、その結果、（介護予防）通所介護計画の変更の必要があると認められた場合には、契約者及びその家族等と協議して、（介護予防）通所介護計画を変更するものとします。
５．事業者は、（介護予防）通所介護計画を変更した場合には、契約者に対して書面を交付し、その内容を確認するものとします。

第４条（介護保険給付対象サービス）
事業者は、サービスにおける介護保険給付対象サービスとして、事業所において、契約者に対して、日常生活上の世話及び機能訓練を提供するものとします。

第５条（介護保険給付対象外のサービス）
１．事業者は契約者との合意に基づき、介護保険給付の支給限度額を超えて利用する場合、給付対象外のサービスとして提供するものとします。
２．事業者は第１項に定めるサービスの提供について、契約者の家族等に対してもわかりやすく説明するものとします。


第二章　サービスの利用と料金の支払い

第６条（サービス利用料金の支払い）
１．事業者は、契約者が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、契約者がサービス費として市町村から給付を受ける額（以下「介護保険給付額」という。）の限度において、契約者に代わって市町村から支払いを受けます。
２．契約者は要介護認定また要支援認定に応じて第４条に定めるサービスを受け、重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負担分：介護保険負担割合証の負担割合分）を事業者に支払うものとします。ただし、契約者がいまだ要介護認定及び要支援認定を受けていない場合及び居宅（介護予防）サービス計画が作成されていない場合には、サービス利用料金の全額をいったん支払うものとします。要介護認定及び要支援認定または居宅（介護予防）サービス計画作成後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。
３．第５条に定めるサービスについては、契約者は、契約書別紙に定める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金を事業者に支払うものとします。
４．前項の他、契約者は食事代とおむつ代、契約者の日常生活上必要となる諸経費実費及び特別な行事に係る相当な実費を事業者に支払うものとします。
５．契約者は、前４項に定めるサービス利用料金をサービスの利用終了時に、支払うものとします。

第７条（利用日の中止・変更・追加）
１．契約者は、サービス利用日前において、サービスの利用を中止または変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合には、契約者はサービス実施日の前日午後５時までに事業者に申し出るものとします。
２．契約者が、利用前日の午後5時以降に利用の中止を申し出た場合は、重要事項説明書に定める所定のキャンセル料を事業者にお支払いいただく場合があります。
３．事業者は、第１項に基づく契約者からのサービスの利用の変更・追加の申し出に対して、事業所が満員で契約者の希望する日にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日を契約者に提示して協議するものとします。

第８条（利用料金の変更）
１．第６条第１項および第２項に定めるサービスの利用料金について、介護給付費体系の変更があった場合、事業者は当該サービスの利用料金を変更することができるものとします。
２．第６条第３項及び第４項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、事業者は、契約者に対して、変更を行う日の２ヶ月前までに説明をした上で、当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。
３．契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約することができます。

第三章　事業者の義務

第９条（事業者及びサービス従事者の義務）
１．事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって、契約者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮するものとします。
２．事業者は契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の看護職員もしくは主治医またはあらかじめ定めた協力医療機関と連携し、契約者からの聴取・確認の上でサービスを実施するものとします。
３．事業者及びサービス従事者は、契約者及び他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他契約者の行動を制限する行為を行わないものとします。
４．事業者は、契約者に対するサービスの提供について記録を作成し、それを２年間保管し、契約者もしくはその代理人の請求に応じてこれを閲覧させ、複写物を交付するものとします。
５．事業者は、契約者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治医またはあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じるものとします。

第10条（守秘義務等）
１．事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供する上で知り得た契約者又はその家族等に関する事項を正当な理由第三者に漏洩しません。この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。
２．事業者は、契約者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に契約者に関する心身等の情報を提供できるものとします。

３．前２項にかかわらず、契約者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得た上で、契約者又は契約者の家族等の個人情報を用いることができるものとします。


第四章　契約者の義務

第11条（契約者の施設利用上の注意義務等）
１．契約者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って、利用するものとします。
２．契約者は、事業所の施設、設備について、故意または重大な過失により減失、破損、汚損もしくは変更した場合には、自己の費用により原状に復するか、又は相当の代価を支払うものとします。
３．契約者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、契約者及びその家族等と事業者との協議により、施設、設備の利用方法等を決定するものとします。
４．契約者による飲食物等の施設への持ち込み、金銭・物品等の他の利用者への授受は原則として禁止するものとします。


第五章　損害賠償（事業者の義務違反）

第12条（事故対応および損害賠償責任）
１．事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、事故が発生した場合には、市町村、利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業所等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録するものとします。
２．事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により契約者に生じた損害について賠償する責任を負います。第10条に定める守秘義務に違反した場合も同様とします。ただし、契約者に故意または過失が認められる場合には、契約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、損害賠償額を減じることができるものとします。事業者は、損害賠償責任を速やかに履行するものとします。

第13条（損害賠償がなされない場合）
事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。

１．契約者が、契約締結時にその心身の状況及び経歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害がした場合
２．契約者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合

３．契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由に専ら起因して損害が発生した場合
４．契約者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為に専ら起因して損害が発生した場合

第14条（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能）
事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざる事由によりサービスの実施ができなくなった場合には、契約者に対して既に実施したサービスを除いて、所定のサービス利用料金の支払いを請求することはできないものとします。


第六章　契約の終了

第15条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助）
１．契約者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が提供するサービスを利用することができるものとします。
一　契約者が死亡した場合
二　契約者が介護保険施設に入院又は入所した場合
三　要介護又は要支援状態区分が自立となった場合
四　事業者が破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合
五　施設の減失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合
六　事業所が介護保険の指定を取り消された場合
七　第16条から第18条に基づき本契約が解約又は解除された場合
２．事業者は、前項第一号を除く各号により本契約が終了する場合には、契約者の心身状況、環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。

第16条（契約者からの中途解約）
１．契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。契約者は契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知するものとします。
２．契約者は、以下の事項に該当する場合、本契約を即時に解約することができます。
一　第８条第３項により本契約を解約する場合
二　契約者が入院した場合
三　契約者に係る居宅（介護予防）サービス計画が変更された場合


第17条（契約者からの契約解除）
契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、本契約を解除することができます。
１．事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービスを実施しない場合
２．事業者もしくはサービス従事者が第10条に定める守秘義務に違反した場合
３．事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合
４．他の利用者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合

第18条（事業者からの契約解除）
事業者は、契約者が以下に該当する場合には、本契約を解除することができます。
１．契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合
２．契約者による、第６条第１項から第４項に定めるサービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合
３．契約者本人の意向や体調不良等による欠席が２ヶ月以上続いた場合。
４．契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合

第19条（清算）
第15条第１項第二号から第六号により本契約が終了した場合において、契約者がすでに実施されたサービスに対する利用料金支払義務および第11条第２項（原状回復の義務）その他の条項に基づく義務を事業者に対して負担しているときは、契約終了日から１週間以内に清算するものとします。

第七章　その他

第20条（苦情処理）
事業者は、その提供したサービスに関する契約者等からの苦情に対して、苦情を受け付ける窓口を設置して適切に対応するものとします。

第21条（合意管轄）
事業者および契約者は、この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、契約者の住所地を管轄する裁判所を第１審管轄裁判所とすることをあらかじめ合意します。
第22条（協議事項）
本契約に定められていない事項については、事業者は介護保険法その他諸法令の定めるところに従い、双方が誠意をもって協議するものとします。


以上の通り契約が成立したことを証するため、本書２通を作成し、契約者および事業者は記名捺印のうえ、各１通を保有するものとします。



　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日


　　　　　　　　　　　　　事業者　　　住所　　　　浜松市中央区曳馬5丁目4番45号
[image: 暗い背景に白い文字のロゴ

中程度の精度で自動的に生成された説明]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　株式会社あいてらす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  代表者　　　代表取締役　　　田村　裕　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　契約者　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

　　　　　　　　　　　　　代理人　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　続柄（　　　　）
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